
特集積算基準類の改定

国土交通省港湾局では，国による港湾・海岸土
木請負工事等の発注に当たり，その予定価格の基
礎となる積算価格を適切に算出するために「港湾
請負工事積算基準」（以下，「積算基準」という）
を制定している。

この積算基準は，毎年，施工実態等を調査・分
析し，社会情勢の変化，工事規模の大型化・多様化，
さらには技術革新等の施工環境の変化に迅速かつ
適切に対応するために所要の改定を行っている。

1.　はじめに

港湾工事は，施工場所の大部分が海上や海中で
あるため，陸上土木工事に比べて気象・海象条件
等の影響を受けやすい。また，施工規模の大型化
や建設地の沖合展開，早期供用への対応等によ
り，施工環境はより厳しいものとなってきている。

加えて，2024 年 4 月から適用された「時間外
労働の上限規制」や休日確保をはじめとする「働
き方改革」，適正利潤の支払いや安全性向上によ
る「担い手の育成・確保」，ICT 活用による「生
産性の向上」への対応が急務となっており，実態
に即した積算基準の改定が求められている。

この積算基準の編成は，工事内容の細分化方法
を「港湾工事共通仕様書」の工種体系と整合を 
取っており，受発注者双方にとって工事内容の確

認や事務処理手続きが容易になるように配慮して
いる。

2.　施工実態の概要

積算基準改定の基礎データとなる実態調査の概
要は，以下のとおりである。

⑴　施工実態調査
施工実態調査は港湾工事等の施工実態を調査・

分析するもので，積算基準が施工実態を適切に反
映しているかを検討するための最も重要な調査の
一つであり，モニタリング調査と詳細調査に分類
される。従来は国土交通省発注工事を対象に調査
を実施してきたが，サンプル数をより多く確保す
るため，平成 16 年度からは各都道府県等港湾管
理者にも調査を協力していただいている。

①　モニタリング調査
モニタリング調査は，次に述べる詳細調査の工

種以外の全工種を対象に実施するものである。施
工実態と積算基準との乖離傾向を概略的に把握
し，詳細調査の必要性を判断する目的のもので，
継続的に実施する調査である。
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②　詳細調査
モニタリング調査の結果等により，施工実態と

積算基準とに乖離が認められると判断される場合
に，該当工種について詳細に調査を実施するもの
である。積算基準の改定は，この調査結果を分析
し，現行積算基準との比較検討を経て，とりまと
められている。

⑵　未制定歩掛の調査
積算基準に歩掛が設定されていない工種のう

ち，汎用性が高く歩掛設定の需要が高い工種につ
いて，必要に応じ実態を調査し，積算基準の構築
を目指し検討するものである。

⑶　作業船稼働実態調査
港湾工事等で使用する各種作業船の機械経費を

算定するための基準として「船舶および機械器具
等の損料算定基準」を定めており，その基礎とな
る民間各社が保有する作業船の稼働実態を調査す
るものである。

なお，「船舶および機械器具等の損料算定基準」
は，実態調査の結果を踏まえ 2 年に 1 度改定して
いる（次回改定は令和 8 年度）。

⑷　その他の調査
港湾の積算基準に関係する調査のうち，海岸工

事のように，国土交通省関係部局と農林水産省で
共通する項目については，二省共同で調査を行っ
ており，調査結果を踏まえて積算基準を改定して
いる。

この他，公共事業労務費調査，間接工事費等諸
経費動向調査を毎年実施しており，公共工事設計
労務単価や共通仮設費率，現場管理費率等がより
実態に即したものとなるよう努めている。

3.　令和 7年度 積算基準の主な改定

⑴　間接工事費等諸経費動向調査に基づく改定
間接工事費等諸経費動向調査によって得られた

データを分析した結果，測量・調査等業務 測量
業務の諸経費率について改定を行った。

⑵　施工実態調査に基づく改定
施工実態調査によって得られたデータを分析

し，現行の積算基準において規定されていない次
の項目について改定を行った。

①　これまで未制定であった，測量・調査等業
務 水域環境調査業務 流況調査における「協
議・報告」について，実態の確認ができたこと
から，歩掛の新規制定を行った。

⑶　その他の改定
国家公務員等の旅費に関する法律の改正に伴

い，船舶等の回航や設計・測量・調査・土質調査
等における旅費の算定の考え方を見直す改定を 
行った。

4.　おわりに

本積算基準の活用により，受発注者の共通認識
が深まり，適切な予定価格の算出と適正な利潤の
確保が図られ，ひいては，港湾工事等の品質確保
や港湾業界の担い手確保の実現を期待する。今後
も，関係各位から寄せられるご意見等を踏まえ，
より実態に即した積算基準となるよう努力してい
く所存である。
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その他の積算基準（基準：P2-1-4）
　2.　測量・調査等業務 → 諸経費率式の改定

改定前 改定後

その他の積算基準（基準：P2-2-9）
　2.　測量・調査等業務　2.　水域環境調査業務 → 協議・報告の歩掛を制定

改定前

未制定

改定後
3-7　協議・報告
3-7-1　事前協議
　流況調査を実施するに当り，調査準備について協議を行う。
　⑴　代 価 表

3-7-2　中間報告
　打合せ・報告を行うもので，回数は必要に応じて計上する。
　⑴　代 価 表

3-7-3　最終報告
　調査の成果について報告を行う。
　⑴　代 価 表

事前協議　1回当り

名　　称 形状寸法 単　位 数　量 摘　　要

主任技師 測　　量 人 1.0

技　　師 〃 〃 1.5

中間報告　1回当り

名　　称 形状寸法 単　位 数　量 摘　　要

主任技師 測　　量 人 1.0

技　　師 〃 〃 1.5

技 師 補 〃 〃 1.0

最終報告　1回当り

名　　称 形状寸法 単　位 数　量 摘　　要

主任技師 測　　量 人 1.0

技　　師 〃 〃 1.0

技 師 補 〃 〃 1.5

➡

➡

2-4　諸経費
　測量作業費に係る諸経費は，別表第 1により直接測量費（成果
検定費を除く）ごとに求めた諸経費率を当該直接測量費（成果検
定費を除く）に乗じて得た額とする。

別表第 1

直接測量費
50 万円
以下

50 万円を超え 1億円以下
1 億 円を
超えるもの

適用区分等
下記の率
とする。

算定式により算出された率
とする。
ただし，変数値は下記によ
る。

下記の率
とする。

A b

率または変
数値

91.2 ％ 371.23 -0.107 51.7 ％

対象額が 50 万円を超え 1億円以下の場合の算定式
Ｚ＝Ａ・Ｘb

ただし，　 　Ｚ：諸経費率（単位：％）
　　　　　　Ｘ：直接測量費（単位：円）
　　　　Ａ，ｂ：変数値

注）‌�諸経費率（Ｚ）の値は，小数 2位を四捨五入して小数 1位
止めとする。

2-4　諸経費
　測量作業費に係る諸経費は，別表第 1により直接測量費（成果
検定費を除く）ごとに求めた諸経費率を当該直接測量費（成果検
定費を除く）に乗じて得た額とする。

別表第 1

直接測量費
50 万円
以下

50 万円を超え 1億円以下
1 億 円を
超えるもの

適用区分等
下記の率
とする。

算定式により算出された率
とする。
ただし，変数値は下記によ
る。

下記の率
とする。

A b

率または変
数値

95.8 ％ 288.50 -0.084 61.4 ％

対象額が 50 万円を超え 1億円以下の場合の算定式
Ｚ＝Ａ・Ｘb

ただし，　 　Ｚ：諸経費率（単位：％）
　　　　　　Ｘ：直接測量費（単位：円）
　　　　Ａ，ｂ：変数値

注）‌�諸経費率（Ｚ）の値は，小数 2位を四捨五入して小数 1位
止めとする。
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